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森林生態系マネジメントのためのデジタルツインに基づく 

管理会計

要　　旨

　自然資本の生態系サービスは，日々の生活ならびに地球の存続に不可欠である。生態系サー

ビスは自然資本の配当である。最近，自然資本の毀損から配当である生態系サービスが減少し

ている。本論文は，管理会計およびデジタルツインが与える森林生態系サービス投資マネジメ

ントへの影響を考察する。
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1．はじめに

　生態系サービスへの投資は，一般的に何世代に渡る投資期間を要し，その結果，投資総額が巨額に

達する。さらに自然資本の変化の影響が不確実である場合には，最善の対応策の決定が困難である

（Valatin and Price, 2014）。実際に自然資本は，変化の発生および変化の影響について不確実性が高い。

本研究は，この問題を取り上げる。

　本論文は，自然資本のうち，森林マネジメントに焦点を当て，環境管理会計およびデジタルツイン

の戦略的有用性を明らかにする。

2．森林生態系

（1）生態系サービス

　Millennium Ecosystem Assessment（2005）によると，生態系サービスは，次の4つのカテゴリー

から構成される。すなわち，（ⅰ）供給サービス：食料，水，燃料，木材，繊維など，人間と地球に

不可欠な資源を提供するサービス，（ⅱ）調整サービス：気候調節，洪水防止，防疫，水質浄化など，

自然のプロセスを通じて自然環境を保護・調節するサービス，（ⅲ）文化的サービス：レクリエーショ

ン，美的，精神的な恩恵を提供するサービス，（ⅳ）基盤サービス：他の3つの生態系サービスの持

続的機能を可能にする支援サービス（植物の光合成や土壌形成など）。これらの生態系サービスは，

言わば自然資本からの配当である。しかしながら，近年において自然資本の枯渇が激しくなり，その

配当も減少傾向にあると言われている（Woetzel et al., 2020）。

（2）森林生態系

　森林は地球上で最大かつ最も多様な生態系の1つであるため，森林が生態系サービスに及ぼす影響

は重要である（Döllner et al., 2023）。本項では，森林生態系サービスが地球の存続に対していかなる

貢献を果たすかを明らかにする。森林生態系は，以下のサービスを提供している。

① 供給サービス：森林から採取され，利用または販売される身近で具体的かつ直接的な生産物の供給

である（SCION, 2017）。これには，繊維，燃料，非木材林産物（食料，動物，工芸品など），遺伝

資源，水の供給，生物多様性などが含まれる（Louise et al., 2015）。

② 調整サービス：気候調節，炭素隔離，水質，土壌保護，洪水防止，病害虫防除などが含まれる（Louise 

et al., 2015）。

③ 文化的サービス：非物質的な社会的・文化的便益は，森林によってもたらされる。これには，レク

リエーションの機会，美的な楽しみ，精神的な豊かさなどが含まれる（SCION, 2017）。

④ 支援サービス：これは，上記3つのサービスの提供を支えるサービスである。これには，総一次生

産（光合成による二酸化炭素の固定が，植物の成長と酸素生産，土壌形成，栄養循環，水循環，生

物多様性を生み出す）などが含まれる（Louise et al., 2017）。
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3．環境管理会計

（1）自然環境毀損削減・防止の経済的効果計算

　本項では，自然環境毀損につながる原因のうち，二酸化炭素排出に焦点を当て，その削減の経済的

効果計算方法を考察する。

　二酸化炭素生成の化学式は次の通りである（Qi, 2022）。

C＋O2→CO2　　CaCO3→CaO＋CO2　　MgCO3→MgO＋CO2

したがって，二酸化炭素の経済的価値は，上の化学式に現れる炭素などの化学物・元素のそれによっ

て決定される。しかしながら，炭素や炭酸カルシウムの価額算定には困難が伴う。

　二酸化炭素削減効果を貨幣的に表現する方法は，社会的費用と二酸化炭素削減費用に大別できる。

すなわち，Damage cost approach およびAbatement cost approachである（Sundqvist, 2004, p.1755; 

川島 , 2015年 , 4頁）。前者は，社会が二酸化炭素排出から被った損害を金銭評価する（Sundqvist, 

2004, p.1755; 川島 , 2015年 , 4頁）。これは，二酸化炭素排出の社会的費用である。この方法は，二酸

化炭素排出削減の経済的効果を，二酸化炭素排出に起因する社会的費用に基づいて排出削減量に相当

する金額を求めて，二酸化炭素排出削減の経済的効果とする。後者は，二酸化炭素排出に起因する社

会的・経済的損失を軽減および防止するのに必要な費用による（Sundqvist, 2004, p.1755; 川島 , 2015

年 , 4頁）。

（2）社会的費用

①会計における社会的費用の内部化に関する研究

　会計における社会的費用の認識・測定・表示に関する最近の研究の1つとしては，岡・呉（2023年）

があげられる。岡・呉（2023年）は膨大の国内外の文献レビューを行った。岡・呉（2023年）によ

る研究の1つは，1960年代から80年代のわが国『原価計算基準』に基づく社会的費用会計である。

その研究の視座は，社会的費用の原価性の有無が社会的コスト（その負担が社会全体に転嫁される原

価）と企業が負担する私的コストの不一致を引き起こす点にある。

　さて本研究は管理会計の役割を考察する。管理会計では，社会的費用の分析が重要になる。とりわ

け，環境管理会計の実践では，意思決定への社会的費用の導入が不可欠である。たとえば，牧戸（2005

年）および國部（2012年）は，社会的費用と私的費用のトレードオフ関係の分析を含む管理会計シ

ステムを提案している。國部（2012年）は，企業コスト，消費者が負担するコストおよび社会的コ

ストから成るフルコスト分析の重要性を主張した。

　社会的費用については，その計算方法が課題になる。これが以下の考察テーマである。

②社会的費用の計算方法

　GHG排出の原因は，多種多様であるため，その社会的費用の計算には統合評価モデル（Integrated 

Assessment Models）が用いられる（山口，2022年）。Rennert他（2022）は，統合評価モデルに基
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づく社会的費用計算方法を提示した。これは次の4つの手順から成る。すなわち，（ⅰ）一定の将来

における人口およびGDPを予測し，かかる社会経済的変化が二酸化炭素排出量にいかなる影響を及

ぼすかを予測する。（ⅱ）将来の二酸化炭素排出増減が及ぼす気候への影響を予測する。すなわち，

CO2はいつまで大気中に残留するか。海面や気温の上昇速度はどの程度か。いかなるタイプの異常

気象が発生するか。（ⅲ）このような変化それぞれの影響を金額的に計算し，それらを合計して経済

的被害の総額とする。（ⅳ）一定の割引率に基づいて各年の被害予測総額から現在価値合計を計算する。

　上述の二酸化炭素の社会的費用算出は，二酸化炭素排出による異常気象の被害に焦点を当てる。一

般的に社会的費用つまり被害の金額がいくらかについては，どのような被害を当該の社会的費用計算

に含めるかによって異なる。すなわち，社会的費用の評価額は，計算に含める被害の範囲いかんによっ

て決定的に異なる。この点に関し，Cho（2021）は，二酸化炭素排出の社会的費用に含める被害の範

囲について，二酸化炭素排出に起因する天候変動が及ぼす農業への影響，海面上昇による被害，異常

な温暖化によるエネルギー超過使用，温暖化による生産性の減少をあげている。

　社会的費用の効果は，自然環境毀損などの社会問題が引き起こす被害・損害の金銭評価を社会全体

の共通の目標として全構成員に提示することにより，社会問題の軽減に向けた行動を促すとともに，

社会問題解消のための政策実施に対するグループメンバー間の社会的合意形成を促進することにある。

　社会的費用の効果は，特定の社会問題を解決するために，それに起因して社会全体が被る損害額を

社会に示して，社会を構成する全員に当該の社会問題の軽減に向けた行動を促すことにある。したがっ

て，二酸化炭素排出の社会的費用は，排出削減に関する社会全体の共通目標の役割を果たす。これに

より，二酸化炭素排出削減のための社会経済的政策実施における社会の合意形成を促進する。これは，

企業におけるGHG排出削減などの社会的な環境問題の解決に向けて，いかなる活動をどのように実

施するかに関する経営意思決定においても当てはまる。すなわち，企業は，特定の社会問題に起因す

る社会的費用の単位当たり金額に自社の事業活動量を乗じて自社の社会的費用総額を計算する。この

金額は企業における社会問題解消政策決定に不可欠である。

（3）環境会計情報の計算目的

　企業活動が及ぼす環境への影響を貨幣的に計算するにあたり，適切な計算方法は目的によって異な

る（PUMA, 2010）。経営活動による環境への影響を貨幣的に計算する目的には，次の2つが含まれる。

第1は，企業が環境に与えた影響を企業内外の全ての利害関係者と共有することである。第2は，企

業における効果的かつ効率的な環境マネジメントの実施に関する意思決定情報の作成である。以下で

は，これら2つの目的を考察する。

①プーマ（PUMA）の環境損益計算書

　企業が環境に与えた影響を社会に説明するために（accountability）作成し公表する会計報告書の1

つは，環境損益計算書である。スポーツウエアメーカーのプーマ（PUMA）の「環境損益計算書（E 

P&L）」は有名な自然資本会計報告書の1つである。PUMAのE P&Lは，同社の経営活動を引き金と

して社会で発生するコストを示す（PUMA, 2010）。したがって，その環境損益計算書作成において
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使用される会計情報は社会的費用である（PUMA, 2010）。PUMAのE P&Lは，地域の人々が特定の

環境問題によって被った経済的損失を測定・表示する。PUMA（2010）によれば，abatement costは，

社会への影響の測定値ではなく技術革新の評価値であるため，環境損益計算書作成目的に対して適切

でない（PUMA, 2010）。

　プーマ社の2010年環境損益計算書において公開された同社の経営活動による環境影響項目は，以

下の通りである（PUMA, 2010）。

（ⅰ） 水資源の利用：企業が経営活動によって水を消費することは，社会が利用できる水の量を減らし，

水から得る利益を減らすことになる。

（ⅱ） GHG排出量：GHG排出は世界の至る所で気候変動を引き起こす。PUMAにおけるGHG排出は，

発電および輸送における化石燃料の燃焼，土地利用の転換および牧畜による排出から生じる。

（ⅲ） 土地利用の転換：生物多様性に富んだ自然地域は，生態系の持続的利用への貢献，レクリエーショ

ンの機会の提供，および文化的・精神的な豊かさの提供など，社会に不可欠なサービスを提供

している。しかしながら，建築物の建設・使用および原材料の生産に伴う土地の転用は，自然

豊かな土地を希少にし，その結果，土地が社会に提供できるサービスを減少させる。

（ⅳ） 他の大気汚染：大気汚染物質には，微粒子，二酸化硫黄，アンモニア，窒素酸化物，一酸化炭素，

揮発性有機化合物（VOC）などが含まれ，主に化石燃料の燃焼や木材の乾燥・加工によって排

出される。

（ⅵ） 廃棄物：廃棄物の処理が及ぼす環境への影響は，処理方法に依存する。

　プーマは，環境データの測定をいくつかの仮定の元で行った（PUMA，2010）。本研究は，デジタ

ルツインが環境データの直接的な測定に貢献することを明らかにする。

②環境管理会計の役割

　環境会計情報作成の第2の目的は，環境管理会計の役割である。企業は，経営がもたらす環境への

マイナスの影響を削減し社会的費用の発生を回避するために，環境保全計画を設定する。そこでは，

いかなる資産を導入し，それをどのように使用するかを決定する。環境投資および環境保全活動の計

画策定では，各代替案のコストおよび効果に関するデータが不可欠であり，これに基づく環境活動に

よる改善の程度とその活動コストのトレードオフ分析が重要である。

　費用対効果分析の有効性の程度は，意思決定問題が完全なる解決に至るまでの期間に依存する。一

気に解決できるのではなく，長期的かつ継続的な改善計画の策定と実行が必要な意思決定問題は，コ

ストと効果のトレード分析が重要である。たとえば，二酸化炭素排出削減や森林創造には世代を超え

た対応が必要になる。

4．森林生態系投資マネジメント

（1）費用対効果分析に基づく森林投資計画の策定および実施

　本節は，森林保全投資マネジメント方法を検討する。造林（樹木を植え育てて森林を造る）への投
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資は，世代を超えて長期に渡る投資期間を要し，それに応じて投資総額も巨額に達する。さらに，森

林の変化の影響は不確実である（Valatin and Price, 2014）。このような投資条件下では，各年度にお

いて費用対効果比率の高い森林投資計画の策定および実施が重要である。すなわち，毎年度の森林投

資計画策定においては，森林投資期間全体の目的を投資期間中に達成できるように，その全体目的か

ら分解して各年度の森林保全目標を設定し，続いて森林投資成果に関する年度目標を最善の費用対効

果比率にて達成可能な各年度の森林保全活動実行計画案を決定する。さらに，各年度期中においては，

年度別の森林投資成果および保全活動に対する投下資金額の両目標の達成，つまり目標の年度別費用

対効果比率達成に向けて森林投資を管理・統制（マネジメント・コントロール）することが必要であ

る。

　以下では，持続的な森林に向けて資本投下を行うか否かに関する意思決定および森林投資計画の策

定・実施に関する意思決定を考察する。

①森林投資（自然資本投資）への着手決定

　自然資本毀損の社会的費用に対する社会全体での共有が進むに応じて，企業の3つの持続的価値の

中で，環境問題に関連する社会的価値および環境的価値が及ぼす経済的価値への影響は大きくなる。

たとえば，将来において積極的な自然資本投資の実施が売上高に無視できない程に重要な影響を与え

るケースも現れる可能性が高い。その結果として，企業は自然資本投資を検討することが必要になる。

　森林投資など自然資本投資実施の決定要因の1つとしては，上述の自然資本の生態系サービスがあ

げられる。たとえば，樹木を原材料として使用する場合には，その入手見込みいかんによって，生産・

販売計画が変化し，その影響を通じて，最終的に稼得利益が決定的に異なったものになる。かくして，

自然資本投資の経済性計算には，生態系サービスの変化を予測し，それが及ぼす企業経営への影響を

決定し，その影響を財務的に評価することが重要である。かかる自然資本の会計情報作成により，自

然資本投資の経済性計算が実施可能になる。

　企業経営が及ぼす自然資本の生態系サービスへの影響の計算に関し，先に取り上げたプーマ社の環

境損益計算書を考察する。そこにおける「企業経営が及ぼす環境への影響の範囲」と「その測定方法」

は，次の通りである（PUMA, 2010）。

・ 気候変動：自社のGHG排出量

・ 水資源使用：自社の使用量（この使用量だけ民生用が減少したと捉える）

・ 生物多様性および生態系サービスの毀損：工業用に転換した土地面積（この面積だけ民生用が減少

したと捉える）

・ 高濃度大気汚染ガス酸性雨：微粒子，アンモニア，二酸化硫黄，窒素酸化物，揮発性有機化合物（VOC），

一酸化炭素のトン数

・ 廃棄物の埋立および焼却による浸出水と排水の影響：埋立および焼却廃棄物トン数

これらの測定値には，それぞれの自然環境毀損の単位当たり社会的費用を乗じて，社会的費用を計算

する（PUMA, 2010）。
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②費用対効果分析

　費用対効果分析の評価は，目標数値単位当たり費用による（Valatin and Price, 2014）。費用対効果

分析の一般的な適用方法は，まず投資成果に関する目標値を設定し，次に，これを達成する活動につ

いて実行計画案を作成する。さらに，各代替案の費用を計算し，最後に費用対効果指標に基づいて最

善の代替案を選択する。すなわち，費用対効果分析は，目標を達成する活動内容と活動費用のトレー

ドオフを解決する（Valatin and Price, 2014）。

（2）二酸化炭素排出削減投資マネジメントの事例

　本項は，文献研究に基づいて二酸化炭素排出削減投資マネジメントの実例を2つ考察する。

①Laemel and Milikowsky（2016）：イエール大学における炭素排出削減プロジェクト

　Laemel and Milikowsky（2016）は，イエール大学（Yale University）における各キャンパスの二

酸化炭素排出削減に向けての取組みを考察している。それによると，同大学の各キャンパスは，二酸

化炭素排出量に対して課金される。その金額は当該年度の実際排出量に社内炭素価格を乗じて計算し

た金額である。社内炭素価格は社会的費用から算出された。イエール大学の排出に関するマネジメン

ト・コントロールシステムでは，本部に集められた各キャンパスからの課金合計は一定の方法でキャ

ンパスに返還される。その主な返還方法は以下の通りである。

（ⅰ） 第1の方法（Target）：この方法は，各キャンパスに対してベースラインより1 ％削減するとい

う削減目標を課し，この削減目標値を上回る，または下回る排出量に対して，それぞれ二酸化

炭素排出量1トン当たり40ドルを受け取る，または支払う。

（ⅱ） 第2の方法（Redistribution）：この方法の適用を受けるキャンパスは，グループ全体のベース

ラインからの排出量の変化率（削減率）と比較され，この値を上回るか下回るかの実績に基づ

いてリベートを受け取る，または支払う。

（ⅲ） 第3の方法（Investment）：この方法は，各キャンパスの自助努力によるエネルギー対策への支

出に対して，基準炭素料金の20 ％の補助金を付与する。

②Valatin and Price（2014）：森林の二酸化炭素排出削減プロジェクトの費用対効果分析

　Valatin and Price（2014）は，森林二酸化炭素排出削減プロジェクトにおいて次の計算式を用いた。

本年度の費用対効果値＝（本年度の排出削減活動から発生した費用－昨年度あるいは基準年度の排出

削減費用）÷（本年度の削減量－昨年度あるいは基準年度の削減量）

上式は，削減目標を達成するのに必要な追加的な費用を追加的な削減量で除した数値である。投資計

画案決定においては，できるかぎり多くの削減方法を企画し上述の費用対効果指標を計算し，全代替

案の中から費用対効果比率の最も高い案を選択する。さらに，投資実行後は，この比率と比較して投

資を評価する。

　Valatin and Price（2014）によれば，二酸化炭素排出削減費用の計算は，状況に応じて社会的費用

あるいは削減活動から発生した費用のいずれかを採用する。
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5．森林デジタルツインの有用性

　本節は，Buonocore et al.（2022）に基づいて森林デジタルツインの特徴を明らかにし，それを通

してデジタルツインに基づく森林投資計画の策定および実施がいかなる便益を生み出すかについて考

察する。

（1）樹木デジタルツイン構築

　Buonocore et al.（2022）による森林デジタルツインは，樹木を基本要素とする。Buonocore et 

al.（2022）によれば，樹木のデジタルツインは，次の3つのモジュールから成る。

第1モジュール：デジタルツインを仮想空間に構築するためには，まず，いかなる実物（樹木）デー

タが必要であるかを解決しなければならない。この問題は，森林マネジメントにおいてリアルタイム

で観察（monitoring）する必要のある樹木の状態に関する変数（データ）が何かに依拠する。

Buonocore et al.（2022）によれば，樹木デジタルツイン構築に向けて必要な実物（樹木）データは

次の通りである。

（ⅰ） 樹木要因：樹木の機能的・構造的な安定性，葉の照射温度，光のスペクトル成分，肥大成長，

根茎の成長，樹液の流れ，および揮発性有機化合物

（ⅱ） 土壌要因：水分，呼吸（土壌中の微生物と植物の根の細胞呼吸による二酸化炭素の排出），養分，

および土壌微生物

（ⅲ） 気候要因：空気の質，気温，湿度，および風速

第2モジュール：上述の樹木の状態に関するデータを測定し，それをデジタルツインに対応づける

（mapping）ために樹木およびその周辺環境の適切な場所にデジタルソケットを設置する。デジタル

ソケットは，樹木等のデータを測定し，デジタルツインに対応付ける。これによって，デジタルツイ

ンは仮想空間と現実空間の双方向かつリアルタイムな統合を可能にする。デジタルソケットには，樹

冠の光のスペクトル成分を捕捉する分光計，樹形計測器センサーなどがある（Buonocore et al., 

2022）。

　デジタル技術に基づく森林データ測定方法について，Döllner et al.（2023）は次のデジタル機器を

あげている。すなわち，①Light Detection and Ranging（LiDAR）：レーザービームまたはパルスを

照射し，その反射を検出してセンサーとターゲット表面の距離を測定し，物体表面の3次元スキャン

を作成する。②レーダー・センサー：電波を放射し，その反射を検出して物体の位置を測定する。③

画像センサー：対象の表面から反射された電磁波を捉えるパッシブセンサー（passive sensor，人工

的な信号源を必要としないセンサー）。

第3モジュール：バイオマス生産や樹木の光合成など，樹木の物理的・生理的プロセスの同期化され

たサイバー・フィジカル（cyber-physical）モデルを構築する。

（2）森林デジタルツインに基づく森林生態系マネジメント

　（Buonocore et al.,2022）によれば，森林デジタルツインは，樹木デジタルツインと同様に上述の3
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つのモジュールから構成される。森林デジタルツインが現実空間から獲得する森林の状態に関する

データは，次の通りである。すなわち，野生生物，草食動物，天候，大気汚染，大気ガス，エネルギー

交換，河川・湖沼・湿地帯・海洋などの水域に水を流出させる土地の状況，自然攪乱（森林景観の変

化に関する特徴の描写），林分の林冠層の変化（高木や低木など立木構成状態を空間分布として表し

たものの変化の状況），および種多様性である（Buonocore et al., 2022）。

　森林デジタルツインは，現在の森林の状態をデジタル情報に変換し仮想空間に双子の森林を構築す

る。仮想的な双子と現実世界の双子は同期化されたCPS（Cyber-Physical System）であり，両者の

間では双方向かつリアルタイムなデータ交換が継続的に行われる。これにより，森林デジタルツイン

は，現在の森林の状態を継続的に観察・モニタリングし，さらに森林の現在のデータに基づいてシミュ

レーションを行い，森林の将来の状況を予測する。

（3）デジタルツインによる森林炭素隔離の促進

　本研究は，森林デジタルツインがどのように森林の炭素隔離強化に貢献するかを明らかにする。こ

れは森林生態系サービスの1つである。その森林炭素隔離は，森林から大気への炭素排出を抑制する。

以下では，前項で示した森林の実物データ（実際の森林の状態に関するデータ）に基づいて森林デジ

タルツインがいかにして炭素隔離を促進するか，その諸経路を明らかにする。

（ⅰ）ガス交換

　森林と大気の間では種々のガス交換が行われており，相互に影響を及ぼし合っている。例えば，二

酸化炭素は光合成によって森林に吸収されているが，その一方で，動植物などの呼吸によって二酸化

炭素は森林から放出される（森林総合研究所，2020）。このような森林におけるガス交換を正確に把

握することは，森林炭素隔離強化に向けての施策作りの基礎となる。

（ⅱ）森林攪乱

　台風や山火事などで森林が大きく破壊されると，樹木が倒れたり枯れたりした場所に新たな空き地

ができる。これは炭素隔離に悪影響を及ぼす。二酸化炭素の大気放出を減らすためには，森林デジタ

ルツインを利活用して実際の森林の状態をリアルタイムに観察・監視し，それを通して攪乱された場

所を速やかに修復することが重要である（Ontl et al., 2020）。

（ⅲ）多種多様な樹木の種目（species diversity）

　山下他（2013）は，生物多様性が生態系の機能向上に及ぼす本質的なメカニズムとして，次の2つ

をあげている。1つは，ある種が存在することで別種も資源を利用できるようになった結果，生態系

の中で，より高い機能が発揮されるというメカニズムである。2つ目は，生物多様性が増加するにし

たがい機能的に優れた種が群集に含まれる可能性が高くなり，さらにその種が優占的になることで生

態系の機能が増加するというメカニズムである。

　上述の2つのメカニズムのうちいずれが適切であるかを決定するためには，デジタルツインを利活

用して，森林のリアルタイムな観察の継続およびシミュレーショによる森林の将来の予想が重要であ

る。
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（ⅳ）地下水のデータ

　土壌から植物ならびに大気に至る連続体において水分が不足すると，光合成が阻害される。したがっ

て，デジタルツインを利活用して，リアルタイムで継続的な水循環の観察が重要である。

（ⅴ）立木構造

　1haの森林（樹木）が1年間に吸収する二酸化炭素量の計算式は，次の通りである（林野庁，2021年）。

森林1ha当たりの年間二酸化炭素吸収量（t－CO2/年・ha）

＝森林1ha当たりの年間幹成長量（m3/年・ha）×拡大係数×（1＋地下部比率）

　×容積密度（t/m3）×炭素含有率×CO2換算係数

この式から，幹の太い高木ほど炭素吸収量が多いことがわかる。したがって，炭素貯留量を正確に把

握するためには，デジタルツインに基づくリアルタイムベースの森林構造状態データのモニタリング

と観察が不可欠である。

6．デジタルツイン駆動マネジメントコントールの有用性

（1）デジタルツインの特徴

①スマート（“smart”）

　Grieves（2019）によれば，デジタル時代に市場に供給される製品・サービスは，これまでのそれ

にはないスマート性という差別化された特徴を有する。スマートとは，何らかの状態に対する感覚が

起こることであり，その感覚は望ましい状態との比較の下で評価される（Grieves, 2019, p.183）。具

体的にスマートであることは，次の3つの部分から成る。すなわち，（ⅰ）対象の現在の状態を測定

して認識・把握する。（ⅱ）現状を望ましいそれと比較する。（ⅲ）現状を望ましい状態に近づける

（Grieves, 2019, p.183）。Grieves（2019）の「スマート」概念に基づけば，スマートな製品は，その

機能上の現状を自動的にユーザーに知らせ，不具合が生じている場合には警告を発し，その不具合を

修復する。

　スマートな製品・サービスおよびビジネスの構築を可能にするデジタル技術の1つは，デジタルツ

インである。これは，現実世界にあるモノ・システム・プロセスなどをコンピュータ上で忠実に再現

する技術である。この仮想的な双子は，IoTなどを使用して現実世界の対象の内部および外部環境か

ら収集したデータをデジタル化した情報に基づいて構築される（Grieves, 2019）。

　Grieves（2014）は，次の要素から成る3次元のデジタルツインモデルを提案している。すなわち，

（ⅰ）現実世界にある物理的対象（物理的ツイン），（ⅱ）仮想世界にある仮想的対象（デジタルツイン），

（ⅲ）リアルタイムに両者を接続するためのデータ・情報統合。デジタルツインの特徴の1つは，物

理的ツインと仮想的ツインの間におけるデジタル化されたデータ・情報の交換がリアルタイムかつ双

方向で行われることである。これにより，物理的ツインと仮想的ツインは，継続的に同期化される

（Segovia and Garcia-Alfaro, 2022）。この同期化は，デジタルツインのシュミレーション結果および

演算結果がリアルタイムベースで物理的ツインにフィードバックされ記録されることを意味する。
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（2）シミュレーションに基づくデジタルツイン（Simulation-Based Digital Twins）

①仮想的センサー（virtual sensor）

　センサーには2種類ある。1つは物理的なセンサーである。これは，機械のように現実の空間に存

在する資産などに設置される。もう1つは仮想的センサーである。仮想的センサーは，物理的センサー

やハードウェアセンサーとは対照的に，ソフトウェアベースのセンサーである。仮想的センサーは，

異種の物理的センサー群から感知されたデータを組み合わせることで，物理的に測定できない抽象的

な状態を間接的に測定することができる（Kabadayi et al., 2006）。仮想的センサーは，デジタルツイ

ンのデータソースとしても機能する（Martin et al., 2021）。デジタルツインシステムを通じて仮想的

センサーを活用する方法の1つは，物理的センサーから受信したデータを使用して，マルチボディシ

ステムに基づく動的シミュレーションを実行することである。

　このように，デジタルツインは，意思決定・シミュレーションモデルを起動するために2種類のデー

タを利活用する。すなわち，デジタルツインは，物理的センサーに基づいて，現実世界に存在する物

理的ツインおよびその周辺環境からデータを受信するのみならず，仮想的センサーを用いて当該のデ

ジタルツインならびに他のデジタルツインが実行したシミュレーションおよび演算の結果（データ）

をも受信する。次に，物理的センサーと仮想的ツインから獲得したデータに基づくデジタルツイン・

シミュレーションは，いかにして企業の競争優位に貢献するかを明らかにする。

②シミュレーションに基づくデジタルツインの有用性

　本項は，Verdugo-Cedeño et al.（2023）に基づいて，シミュレーションに基づくデジタルツインの

戦略的有用性を示す。

　デジタルツインは，現実世界の物理的ツインとの間でリアルタイムかつ双方向のデータ交換を継続

的に行う。さらに，デジタルツインは，物理的ツインの将来にわたる状況態様の変化を予測するため，

物理的ツインと対応付けされている変数に基づいて，意思決定モデルを構築するとともに物理的ツイ

ンのリアルタイム・データを用いてシミュレーションを行う（Tan et al., 2019）。加えて，デジタル

ツインは，仮想世界においてリアルタイムベースで物理的ツインの状況を監視し，物理的ツインの状

況とシミュレーション予測の比較を行う。これにより，物理的ツインの状態が予測からかい離してい

る場合，その是正措置を直ちに講じることが可能になる（Verdugo-Cedeño et al., 2023）。

③デジタルツイン・シミュレーションに基づく差異分析（予測値と実際値の比較）

　Tan et al.（2019）に基づいて，デジタルツインが物理的ツインに関するリアルタイム・データを

継続的に受信する時間間隔とデジタルツインが当該のデータに基づいて実行するシミュレーション結

果の出力の時間間隔は，同じであるとする。これは通常においてあり得る。ここでは，その時間間隔

をシミュレーション時間間隔と呼ぶ。

　デジタルツインに基づくモデルベース・シミュレーション手順は，次の通りである。

（ⅰ） デジタルツインは，現実世界に設置したセンサーなどから受信した物理的ツイン（管理対象）

に関する現在のデータに基づいて，管理対象の将来の状況を予測するために，1回目のシミュ

レーションを実行する。

（ⅱ） シミュレーション時間間隔経過時点において，次の2つの事象が同時に起こる。すなわち，（a）
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デジタルツインが1回目のシミュレーション結果を出力・記録すること，（b）デジタルツイン

が物理的ツインの更新されたリアルタイム・データを受け取り，記録するとともに，それを用

いて2回目のシミュレーションを実行することである。これらにより，シミュレーション時間

間隔経過時点における管理対象のシミュレーション結果（予測値）と実際値の差異分析を，短

サイクルで実施できる。

　図表は，上述のデジタルツインに基づく差異分析の概念を表す。同図は，シミュレーションによる

予測値（目標値）に実際値が近づくケースを示す。

図表　デジタルツインに基づく差異分析

注1） 物理的ツインの観察はリアルタイムに行うため，実際の測定値もリアル

タイムに得られるとする。

注2） デジタルツインが物理的ツインのリアルタイム・データを継続的に受信

する時間間隔とデジタルツインのシミュレーション結果の出力の時間間

隔は，同じであるとする。

（出所）Verdugo-Cedeño et al.（2023）に基づく

④デジタルツインによるGHG排出量測定

　GHG削減を促進するためには，その排出量の把握が不可欠である。自社のGHG排出量を計算す

る方法は，次の2つに大別できる。第1は，GHG種類別の排出係数を用いる方法である。排出係数は，

GHG種類ごとに様々な事業活動での単位生産量・消費量等あたりの排出量を表す数値である。排出

量の計算式は，事業活動量×排出係数である（環境省ホームページ，2012）。

　第2のGHG排出量計算方法は，直接的測定である。これにはデジタル技術が威力を発揮する。以

下では，Zhang and Ji（2019）のデジタルツインに基づく二酸化炭素排出量測定モデル研究を取り上

げる。

　Zhang and Ji（2019）は，バーチャルな工場モデルを構築するために，カーボンセンサーで収集し

た排出データ，機械設備の状態に関するデータ，加工品の状態に関するデータを現実世界と仮想空間

の相互で論理的に対応づけた。このシステムは，バーチャル工場に現実空間のリアルタイムのデータ

を再現する。デジタルツインが仮想空間に投影する現実空間のデータは常に更新される。このシステ
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ムは，実際の工場において二酸化炭素排出検知センサーネットワークが構築されている。したがって，

そのネットワークの双子が仮想空間に再現される。これにより，システムユーザーは工場の至る所の

二酸化炭素の排出状況を継続的に監視できる。さらに，現実の機械設備の運転状況エネルギー消費状

況に関するデータがリアルタイムにバーチャル工場に再現され続ける。デジタルツインは，現実世界

からのデータと仮想空間におけるシミュレーション結果に基づいて，二酸化炭素排出の予想を行う。

このように，デジタルツインおよびセンサーは，二酸化炭素排出のリアルタイムの監視と予想を可能

にする（Zhang and Ji, 2019）。

7．おわりに

　森林デジタルツインは，実物の森林（物理的ツイン）とそのデジタルツインの間で継続的にリアル

タイムの双方向のデータ交換を行い，これにより，仮想空間においてシミュレーションを実行し，目

標の対象の将来の状態を予測する。かかる森林デジタルツインが及ぼす森林生態系マネジメントへの

影響をGrieves（2019）の研究に則して考察するならば，森林デジタルツインはスマートな森林マネ

ジメント手法と位置づけられる。森林デジタルツインのスマート性をさらに高めるためには，環境管

理会計に基づく環境データの金銭評価が必要である。
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